[bookmark: _GoBack]様式第１１受付番号：

２０　　年　　月　　日
※　成果活用型生産転用日より前の日付を記載

全国中小企業団体中央会
会　長　　森　　　　洋　　殿
長崎県地域事務局
長崎県中小企業団体中央会
会　長　　石　丸　忠　重　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者住所（郵便番号、本社所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名（名称、代表者の役職及び氏名）　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者（職名及び氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　該当する場合のみ、補助事業者ごとに申請

補助事業等の成果を活用して実施する事業に使用するための
取得財産の処分承認申請書


　平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金により取得した財産を処分したいので、ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金交付規程第１９条第６項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１.事業計画名
　　※　補助金交付申請書と同じ事業計画名を記載してください。


２．実施した試作開発の概要とその成果


３．処分する財産（取得財産等管理台帳より機械・装置を抜粋のこと）
　　　財　　産　　名：
　　　取得年月日：　２０　　年　　月　　日
　　　取得価格：　　　　　　　　　　　 円（税抜き）
　　　　　※　補助金で購入した処分する機械・設備の金額を記載
　　　時価：　　　　　　　　　　　 円（税抜き）
　　　　　※　時価又は、残存簿価相当額等のいずれか高い額を記載

４．財産処分の方法
　　　転　用（成果活用型生産転用）


５．財産処分の理由
　（注）機械装置等取得財産の生産転用については、補助事業の成果を活用して実施する事業であることが条件となりますので成果活用の内容等を含めて具体的にご記入ください。

６．誓約書
　　　別紙のとおり
　　（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判としてください。
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